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平成２３年度特別交付税交付額が、本日閣議決定されたため、総務省 

の記者発表に併せ、本県の交付状況についてお知らせします。 

 

Ⅰ 特別交付税 

１． 交付額   
                     （単位：百万円、％） 

区      分 ２３年度① ２２年度② 
増減額 

①－② 

増減

率 

 ３ 月 分 1,240 1,289 ▲49 ▲3.8
長 崎 県 

合    計 4,472 3,302 1,170 35.4

全 国 道 府 県 分 485,643 144,453 341,190 236.2

全   国   総   額 1,519,731 1,031,787 487,944 47.3

※端数処理により合計と内訳、増減額と差引は一致しない場合がある。 

（３月交付分の算定） 

特別交付税は年２回（１２月・３月）交付され、３月分は、１２月分以降の 

災害対策経費等の財政需要及びその他特別の財政需要に対して交付 

される。 

 

２．配分の概要 
                        
(1)全国の状況 
  ①特別交付税の総額は、1兆 5,197 億円（対前年度比＋47.3%) 

  ②全国道府県分の総額は、4,856 億 43 百万円（対前年度比＋236.2%) 

  ③主な算定項目 

   (ア)東日本大震災分 

・ 取り崩し型復興基金の設置 
・ 災害復旧事業費及びり災世帯数等に基づく算定 
・ 被災地域の応援（職員派遣等）及び被災者の受入れ 

   （イ）例年分 

・ 除排雪対策に係る財政需要 
・ 現年災害に係る財政需要 
・ 地域医療の確保（公立病院等） 



（2)本県の状況 

①交付総額は、44 億 72 百万円(対前年度比＋35.4%） 
②3 月の主な算定対象項目   
○離島航空路線の運航維持に要する経費 
離島航空路線の部品購入や運航維持のために県が補助を行った経
費に対し一定割合を措置。 
 ・交付額５０百万円（H22：３０百万円） 
○除排雪に係る財政需要  

     道路等の公共施設の除排雪に係る経費に対し一定割合を措置。 
・交付額３百万円（H22：２９百万円） 

③12 月の主な算定対象項目 
○公的病院への助成経費（H23 新規） 

     不採算地区の公的病院に対し、県が補助を行った経費に対して一定
割合を措置 
・交付額２２百万円  
○市町村合併に係る財政需要 
    合併を行った市町に対し県が補助を行った経費の約５割を措置  

     ・交付額１９０百万円(H22：３３３百万円)  
  ④東日本大震災関係の主な算定対象項目 
○ 被災地域への応援（職員派遣等）及び被災者の受入れ 
被災地域への職員派遣や物的支援に要した経費及び被災者の受け
入れに伴う経費に対して一定割合を措置 
・交付額８２百万円 
○ 被災者生活支援基金への拠出に対する措置 
東日本大震災及び今後の自然災害による被災者に対し、生活再建
の支援等を目的として設置されている基金への拠出    

 ・交付額１，０９７百万円 
 

Ⅱ 震災復興特別交付税 

                       （単位：百万円） 

区      分 ２３年度 

長 崎 県 37

全 国 道 府 県 分 486,722

全   国   総   額 813,449

○東日本大震災に対処するため国庫補助事業における地方負担や単

独災害復旧事業等に対して交付がされるもの。本県へは地方税等の

減収に対する補てんとして 37 百万円が措置されている。 

 

Ⅲ 現金交付日  平成２４年３月２６日（月） 
 


